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東日本大震災からの復興事業に引き続き取り組むととも
に、県民に必要不可欠なサービスの安定的供給と事業の
着実な実施を図るため、最も効率の良い組織体制を目指
しています。

知事

副知事
会計管理者

■地方機関
○公務研修所
○公文書館
○県税事務所

■地方機関
○東京事務所

■地方機関
○消防学校
○防災ヘリコプター
　管理事務所
○環境放射線監視
　センター

■地方機関
○保健環境センター
○食肉衛生検査所
○動物愛護センター

■地方機関
○水産技術総合
　センター
○林業技術総合
　センター

■地方機関
○土木事務所
○港湾事務所
○ダム総合事務所

■主な地方機関
○保健福祉事務所
　（保健所）
○高等看護学校
○子ども総合センター
○児童相談所
　など

■主な地方機関
○農業改良普及
　センター
○農業・園芸総合
　研究所
○家畜保健衛生所
　など

■地方機関
○広域水道事務所
○下水道事務所

総務部
（11課2室）
予算案の作成、広
報・広聴、財産の管
理など、県の業務が
円滑に進められるよう
にする仕事や市町村
への助言などの仕事
をしています。

企画部
（8課）

総合計画の策定や
政策に関する調整を
行うほか、デジタル化
の推進、スポーツの振
興、地域交通政策、
各種統計調査などの
仕事をしています。

復興・危機管理部
（5課）

東日本大震災など
からの復興の推進
や、様々な危機事案
に対する事前防災・
初動対応・中長期
対応・伝承などの仕
事をしています。

環境生活部
（8課4室）
地球温暖化対策、3Ｒ
（リデュース・リユース・リ
サイクル）の促進、自然
保護など、地域の環境
を守るための仕事や食
の安全安心確保、消費
生活の安定、文化芸術
の振興、協働共創社会
の実現など、県民の暮
らしの向上と安定のた
めの仕事をしています。

保健福祉部
（11課3室）
医療従事者の育成
や確保など地域医療
体制の整備・充実、生
活習慣病や感染症
の予防など、県民の健
康を守るための仕事、
子育て支援、お年寄り
やからだの不自由な
方、暮らしに困ってい
る方の生活支援など
の仕事をしています。

経済商工観光部
（8課6室）
商工業を盛んにする
ため、産学官連携に
よる新産業創出や企
業誘致の推進、中小
企業などの経営支
援、産業人材の育成
を行うほか、国内外
からの観光客誘致、
国際交流、海外ビジ
ネス支援など、幅広
い仕事をしています。

農政部
（9課2室）
農業、園芸、畜産の
振興のため、生産技
術の指導や生産基
盤の整備を行うほ
か、県産農林水産物
の流通・販売促進、
農山漁村と都市部
の交流活性化などの
仕事をしています。

土木部
（13課）

道路や河川、ダム、公
園、住宅などの建設・
管理のほか、空港や
港湾の関連施設を
整備し、住みよい郷
土をつくるための仕
事をしています。

水産林政部
（5課3室）
水産業、林業の振興
のため、生産技術の
指導や生産基盤の
整備を行うほか、漁
港や漁船の管理・保
全、森林の整備・保
全などの仕事をして
います。

出納局
（3課1室）
県の仕事を進める上
で必要な資金の出
納・管理運用と、県全
体の収入・支出の決
算を行う仕事をして
います。

■主な地方機関

○地方振興事務所
産業振興を中心と
した横断的・一体
的な地域振興の企
画、事業の推進な
どの幅広い仕事を
しています。

○大阪事務所
○産業技術総合
　センター
○高等技術専門校
　など

行政委員会

＊1 主な地方機関 県立学校、教育事務所、図書館、美術館など

＊2 主な地方機関 警察署、警察学校など

学校教育の充実や文化、生涯学習の振興などの仕事をしています。
＊1

教育委員会 教育庁
（10課1室）

県民が安心して暮らせるよう犯罪や交通事故の未然防止などの仕事を
しています。＊2

公安委員会 警察本部
（34課6隊1研究所）

選挙が正しく、公正に行われるよう、各種選挙の管理執行や啓発普及な
どの仕事をしています。

選挙管理委員会 事務局

県の仕事が正しく、効率よく行われているか監査する仕事をしています。

監査委員 事務局
（1課1チーム）

不当労働行為の審査、労働争議の調整、個別労使紛争のあっせんなど
の仕事をしています。

労働委員会 事務局
（1課）

公共事業のために必要な土地の区域や補償などに関する争いを公正
中立な立場で審理し、裁決などにより解決する仕事をしています。

収用委員会 事務局

漁業権免許に関する答申、漁業調整に必要な指示の発動などの仕事を
しています。

内水面における水産動植物の採捕に関する指示の発動などの仕事を
しています。

宮城海区漁業
調整委員会 事務局

内水面漁場
管理委員会

県職員の採用試験や給与勧告、不利益処分の審査請求の審査などの
仕事をしています。

人事委員会 事務局
（1課）

県民

主事・技師

主任主査・主査

課長補佐・主幹

課長・副参事

副部長・参事

〈キャリアステップの例〉

部長・理事

宮城県の組織宮城県職員

数字で見る宮城県庁
総務部 地方振興部 農業振興部 畜産振興部 農業農村整備部

仙台・東部・
気仙沼の各地方
振興事務所のみ。

気仙沼地方振興
事務所を除く。

林業振興部水産漁港部

県議会 公営企業
管理者

議会事務局
（3課）

議員の議会活動を補佐
し、本会議や常任委員
会などの運営、議案資料
などの調査・収集、議会
広報や議会史の編さん、
議員の福利厚生などの
仕事をしています。

企業局
（2課）

広域水道や工業用水道
を整備し、生活用水や工
業用水を安定的に供給
するほか、流域関連市町
村から流入する汚水の
処理などの仕事をしてい
ます。
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（令和２年度実績）
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県職員として
求められるものは何ですか？

　県民生活に関わるあらゆる分野が県の仕事です。しかし、私たちを取り巻く環境は常に
変化し続けています。このような状況のもと、県職員には着実に宮城県を発展させることが
できるよう、様々な能力が求められます。たとえば、豊かな創造性や自律的な行動力、県民の
視点に立った政策立案能力などが挙げられます。これから宮城県職員を目指す皆さんには、
宮城県をもっと良くしたい、宮城県のために働きたいという、「あつい志」をまず持っていただき
たいと思います。それらがあれば、県職員になってからでも、様々な能力を身に付けることは
十分に可能です。ぜひ宮城県の発展のために一緒に頑張りましょう。

1 試験案内や申込書はどこで入手できますか？
また、インターネットでの受験申込みはできますか？

　試験案内や申込書は、巻末に記載している場所・時期に配布する予定で、郵送による請求も
可能です。請求方法は人事委員会事務局のホームページでご確認ください。なお、郵送料など
の請求に係る費用はご負担いただくことになリます。また、人事委員会事務局のホームページ
からPDFファイル形式で試験案内をダウンロードすることもできます。受験申込みは、原則として
インターネットから電子申請により申し込んでください。宮城県のホームページから電子申請の
ページにアクセスし、ご利用案内などを必ず読んで、手順に従って希望する試験の申込受付期
間内にお申し込みください。※選考考査については、各考査の申込方法を確認してください。

2

採用されると、希望した勤務先に配属されますか？
また、異動はありますか？

　配属先は本人の希望やジョブロテーションなどを踏まえつつ、業務の必要性や各所属の事
情などを考慮して任命権者が決定します。このため、必ずしも希望どおりの職場に配属される
とは限りませんが、多様な職務を経験してキャリアを重ね、希望する職場で活躍している職員
も数多くいます。また、3年のサイクルで異動するのが一般的で、特に行政職の職務内容は
非常にバラエティに富んでいることから、様々な地域や職場を経験することになります。職員
は特定の分野からだけではなく、幅広い視点から県民が期待する政策を立案していくことが
望まれますので、いろいろな地域や職場で経験を積み、仕事に生かして欲しいと考えています。

5 昇任制度はどうなっていますか？

　採用されると、主
事・技師などとする
発令がなされ、その
後の昇任は、勤務成
績などを考慮して行
われています。

6

大学を卒業していなければ大学卒業程度試験を
受けられませんか？また、学歴、性別や出身地などが
受験の時に有利・不利になることはあリますか？

　宮城県の職員採用試験は、受験資格（年齢要件など）を満たしていれば学歴に関係なく
受験することができ、また、学歴、性別、出身地、住所などにより試験上有利・不利になることは
一切ありません。採用試験は公平・公正に行われますので、宮城県で働きたいと考えている
方はぜひ挑戦してください。

3 獣医師などの選考考査はいつ頃実施されますか？
また、障害者を対象とした募集はありますか？

　令和3年度は獣医師、薬剤師、社会福祉士などの選考考査を実施しました。募集する場合
は、人事課、教育庁総務課又は警察本部のホームページなどでお知らせしますのでご確認
ください。また、障害者を対象とした選考考査は10月頃の実施を予定しています。募集する
場合は7月頃に人事課のホームページなどでお知らせしますのでご確認ください。

4

職員数

平均年齢

男女比率

年次休暇の取得日数

1月当たりの時間外勤務時間

年齢別構成比

22,473人

41.2歳
11.3日平均

17.8時間
平均

35.9％

40～49歳

50歳～

24.6％

～29歳
18.2％

30～39歳
21.3％

男性
64.0％

女性
36.0％

よくある質問・若手職員の声はこちら ▶


